
令和６年度顧客アンケートとりまとめ

本アンケートに関するお問い合わせ先

企業支援部業務企画課
（担当 本田・楠本）
TEL 092-415-2609
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当協会ご利用のお客さまからご意見・ご要望の聴取を行い、業務・サービス
の品質改善がお客さま視点で進められているかを見つめ直すため。
昨年度に引き続き、当協会の接遇応対調査や保証利用企業の現況確認を行う
と共に、今年度は、経営支援及び事業承継に関する調査も行い、今後の協会
業務の方針を決める上での参考とするため。

令和５年６月～令和６年５月に保証承諾を行った７,０００先

令和６年９月１７日（火）～１０月１１日（金）

２,１８２先（回答率３１％）

｢用紙回答｣１,４１９件：６５％、｢ＷＥＢ回答｣７６３件：３５％

（参考）過去５年間のアンケート回答率推移

保証利用企業アンケート

◆実施目的

◆対 象 者

◆実施期間

◆回 答 数

◆回答種別

7,000 6,971 6,955 6,959 6,962 

1,942 
1,625 

2,167 2,078 2,182 
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

発送 回答 回答率



◇お客さまの情報をお答えください◇

業種構成は、｢建設業｣が２６％、｢サービス業｣が１６％と続く。

組織形態は、｢法人｣が７２％、｢個人事業主｣が２８％を占める。
業歴は「２０年以上」が５２％、「１０年以上２０年未満」が２
２％と続く。 2

（１）事業所所在地 （２）業 種

（３）組織形態

本店（店舗）所在地は、｢福岡地区｣が４５％と約半数を占める。

（４）業 歴

※地区分けは当協会の管轄地区基準

福岡地区

45%(942)

北九州地区

26%(543)

筑豊地区

9%(178)

筑後地区

20%(409)

県外

0%(7)

(n=2,079)

製造業

10%(219)

建設業

26%(539)

卸売業

7%(142)

運輸・通信業

4%(76)

小売業

12%(263)飲食業

7%(139)

不動産業

5%(100)

サービス業

16%(340)

医療・福祉

7%(148)

その他

7%(140)

(n=2,106)

法人

72%(1,534)

個人事業主

28%(608)

(n=2,142)
1年未満

3%(63)
1年以上5年未満

11%(231)

5年以上10年未満

13%(270)

10年以上20年未満

22%(467)

20年以上

52%(1,119)

(n=2,150)



◇お客さまの情報をお答えください◇

年齢は、｢６０代以上｣が３６％、｢５０代｣が３３％と続く。
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（５）従業員数 （６）年齢

従業員数は、「０～５人」が６０％、「６～２０人」が２７％と小
規模企業者が８７％を占める。

＜過去４年間の年齢構成比較＞

(n=2,148) (n=2,138)

(n=1,618) (n=2,099) (n=2,045) (n=2,138)

（７）協会利用回数

はじめて

22%(454)

２回以上

78%(1,644)

当協会の利用回数は「２回以上」が７８％を占める。

(n=2,098)

令和６年は令和３年と比較して、６０歳以上の構成が５P減少した。

10代

0%(0)

20代

1%(17)

30代

7%(143)

40代

23%(495)

50代

33%(712)

60代

23%(494)

70代

13%(277)

5%
9% 8% 7%

23%
25% 26%

23%

30%
28% 29% 33%

24%
22% 22% 23%

17% 15% 14% 13%
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90%

100%

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

70代以上

60代

50代

40代

30代

20代

10代

0～5人

60%(1,294)

6～20人

27%(572)

21～50人

9%(198)

51～100人

3%(55)

101人以上

1%(29)

3
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Ｑ１．当協会のご利用についてお聞かせください。

（１）当協会の信用保証をご利用いただき、不便な点や不満な点はありましたか。（複数回答）

1%(29)

1%(18)

3%(61)

8%(161)

7%(149)

8%(167)

11%(226)

14%(287)

68%(1,407)

1%(30)

1%(24)

2%(50)

7%(154)

8%(170)

9%(205)

11%(230)

16%(353)

69%(1,501)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

相談・問い合わせ窓口が分かりづらかった

保証制度の種類や内容が分かりづらかった

経営者保証を必要とされた

審査期間が長かった

書類の記入や提出など申込手続が煩雑だった

希望した条件で借入できなかった

保証料負担が大きかった

特になかった

令和６年

令和５年

当協会の信用保証で不便な点や不満な点は、｢特になかった｣との回答が６９％、「保証料負担が大きかった」が
１６％と続いた。

「保証料負担が大きかった」との回答が前年比で２P増加し、「経営者保証を必要とされた」は７％（▲１P ）
となった。
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Ｑ２．当協会職員の接遇についてお聞かせください。

（１）令和５年４月から現在までに面談や電話など、当協会職員と話す機会はありましたか。

（２）当協会職員の対応はいかがでしたか。

当協会職員と話す機会について、
「あった」が２０％との回答で
あった。

あった

20%(437)

なかった

67%(1,449)

覚えていない

13%(289)

【令和５年】

親切、丁寧であった

69%(318)

普通

26%(121)

事務的で冷たかった

3%(13)

不快な思いをした1%(5) その他

0%(1)

（n=2,175）

当協会職員と話す機会が「あっ
た」と回答した方のうち、職員
の対応について「普通以上」が
９６％との回答であった。

ある

22%（463）

ない

69%（1,427）

覚えてない

9%（183）

（n=2,073）

【令和６年】 【令和５年】

（n=437）
（n=458）

【令和６年】

親切、丁寧であった

69%(302)

普通

27%(118)

事務的で

冷たかった2%(8)

不快な思いをした

2%(9) その他0%(0)



30%
35%

27%
32% 33% 33% 31% 34% 33%

24%

37% 37% 36%
40%

36%
41%

46% 48%
41%

32%

35% 29%
48%

50%

36% 33%
31%

29% 33%
44%

33% 35%

54%
54%

40%

41% 34% 33%
38%

51%

34% 36%

24%
18%

31% 33%
38% 37% 34% 32% 29% 28%

10%
6%

24%
18% 20% 19% 21%

17%
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90%

100%

R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6 R5 R6

悪化傾向

変化なし

改善傾向

直近半年間の利益率は、過去３年間で見る
と改善傾向にある。

業種別にみると、前年に引き続き「悪化
傾向」と回答した割合は「運輸･通信業」
が３７％と最も高く、「製造業」が３６％、
「卸売業」が３３％と続いた。

前年と比較して「悪化傾向」の割合が増加
した業種は「製造業」・「卸売業」となっ
た。
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Ｑ３．事業の状況についてお聞かせください。

（１）直近半年間の利益率の推移はいかがですか。

＜【業種別】利益率推移＞

（n=2,058）

（n=2,152）

（n=2,170）改善傾向,35%(752)

改善傾向,34%(691)

改善傾向,27%(586)

変化なし,42%(902)

変化なし,40%(820)

変化なし,41%(880)

悪化傾向,23%(516)

悪化傾向,27%(547)

悪化傾向,32%(686)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年

令和５年

令和４年

（n=176）（n=219）

製造業 建設業 卸売業 運輸・通信業 小売業 飲食業 不動産業 サービス業 医療・福祉 その他業種

（n=524）（n=536）（n=148）（n=141） （n=74）（n=76） （n=239）（n=262） （n=126）（n=137） （n=98）（n=99） （n=307）（n=339） （n=129）（n=146） （n=107）（n=140）
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Ｑ３．事業の状況についてお聞かせください。

（２）直近半年間の利益率が「悪化傾向」とお答えの方は、悪化傾向の要因を教えてください。（複数回答）

悪化傾向の要因は、前年から引き
続き｢販売・受注数量の減少｣が６
４％と最も高く、｢仕入・原材料価
格の高騰｣が６３％と続いた。

業種別にみると、運輸・通信業で
は「人手不足」、医療・福祉では
「人件費の上昇」との回答が最も
多かった。

＜【業種別】利益率悪化傾向の要因＞

（n=198） （n=242） （n=110） （n=62） （n=193） （n=101） （n=11） （n=130） （n=61） （n=53）

31% 27% 28%
19%

33%

17%

36%
30%

15%

28%

8%
10% 10%

6%

8%

3%

27%

10%

5%

8%

10%
10% 7%

11%

11%

17%

9%

16%

28%

15%

3%
14%

2%
27% 3%

9%

0%

9%

7%
8%

34%
27%

34%

11% 31%

33%

27%

15%

13%

23%

10% 9%

5% 19%
9% 19%

0%

13%

18%

9%

2% 1%
9%

0% 3% 2%
0%

0%

2%

2%

2% 1% 5%
0%

2% 1% 0%
3% 2%

6%
1% 2% 0%

5%
2% 0% 0% 4%

11%
2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

製造業 建設業 卸売業 運輸・通信業 小売業 飲食業 不動産業 サービス業 医療・福祉 その他

その他

支払利息の増加

為替の変動

燃料・水道光熱費の上昇

仕入・原材料価格の高騰

人手不足

人件費の上昇

販売・受注単価の減少

販売・受注数量の減少

5%(28)

5%(26)

5%(26)

19%(96)

19%(99)

26%(132)

29%(151)

63%(324)

64%(328)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

為替の変動

支払利息の増加

人手不足

販売・受注単価の減少

燃料・水道光熱費の上昇

人件費の上昇

仕入・原材料価格の高騰

販売・受注数量の減少

(参考)令和５年 悪化傾向の要因（n=547）

販売・受注数量の減少 ６５％（３５５）

仕入れ・原材料価格の高騰 ６０％（３２７）

燃料・水道光熱費の上昇 ３４％（１６４）

※割合（％）は、「悪化傾向」と答えた
５１６先を分母として算出。



（３）現在の資金繰りの状況はいかがですか。
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資金繰りの状況は、前年と比較
して、大きな変化はないものの、
やや改善の傾向が見られた。

＜【業種別】資金繰りの状況＞

Ｑ３．事業の状況についてお聞かせください。

余裕あり

5%(115)

余裕あり

4%(86)

余裕あり

10%(207)

やや余裕あり

11% (249)

やや余裕あり

10% (207)

やや余裕あり

31% (636)

普通，47% (1,022)

普通，47% (979)

普通，16% (328)

ややひっ迫，28% (600)

ややひっ迫，29% (604)

ややひっ迫，40% (828)

ひっ迫

9% (187)

ひっ迫

9% (190)

ひっ迫

3% (57)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年

令和５年

令和４年

5% 6% 6%
0%

6% 2%
8% 7% 5% 2%

8% 11% 8%
12%

11%
8%

19%
13%

7%
18%

40%

53%

46% 47% 41%
45%

58%

45%

47%

48%

34%

25%

30% 32%
28%

30%

12%

27% 35%
26%

12%
5%

10% 9%
14% 15%

3%
8% 6% 6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

製造業 建設業 卸売業 運輸・通信業 小売業 飲食業 不動産業 サービス業 医療・福祉 その他

ひっ迫

ややひっ迫

普通

やや余裕あり

余裕あり

（n=2,173）

（n=2,066）

（n=2,056）

（n=219） （n=537） （n=141） （n=76） （n=262） （n=99） （n=340） （n=147)（n=139） （n=138)
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＜【業種別】今後の返済見通し＞

（４）借入金について、今後の返済見通しはいかがですか。

「問題なく返済できる」「ある程度余裕
がある」との回答が１４P増加した。

「不安がある」「非常に厳しい」の回答
合計は、飲食業が３１％、製造業が２
５％、小売業が２３％と続いた。

Ｑ３．事業の状況についてお聞かせください。

26%

46%
39%

32%
37%

28%

53%
42% 45%

50%

19%

18%

13%
17%

16%

20%

30%

19% 19%
15%

29%

25%

31%
33% 24%

23%

14%

25%
26% 24%

20%

9%
15% 17%

18%
24%

3%

12% 8% 8%
5% 2% 2% 1% 5% 7%

0% 2% 2% 2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

製造業 建設業 卸売業 運輸・通信業 小売業 飲食業 不動産業 サービス業 医療・福祉 その他

非常に厳しい

不安がある

どちらともいえない

ある程度余裕がある

問題なく返済できる

（n=538） （n=141） （n=76） （n=263） （n=138） （n=99） （n=339） （n=143） （n=135）

（n=2,174）

（n=2,059）

（n=2,130）

問題なく返済できる

40%(880)

問題なく返済できる

28%(574)

懸念なし，71％（1,506）

ある程度余裕がある

18%(400)

ある程度余裕がある

16%(338)

どちらともいえない

25%(551)

どちらともいえない

33%(680)

不安がある，13%(282)

不安がある

19%(397)

懸念あり，29%(624)

非常に厳しい，3%(61)

非常に厳しい，3%(70)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年

令和５年

令和４年

（n=218）



（５）今後の返済見通しについて「不安がある」「非常に厳しい」と答えた方は、どのような対応をお考えですか。

借入金の返済見通しについて、「不安がある」「非常に厳しい」と回答した方の今後の対応は、｢自助努力による業績
回復｣との回答が５２％と最も高く、「既存借入金の返済条件の変更」が２８％、｢金融機関からの資金調達｣が２６％
と続いた。
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Ｑ３．事業の状況についてお聞かせください。

3%(11)

1%(4)

1%(4)

3%(12)

4%(14)

7%(25)

26%(89)

28%(95)

52%(177)

その他

中小企業活性化協議会や民事再生法等を活用した事業再生

特に考えていない

第三者へ事業譲渡

廃業

国や自治体による給付金等の活用

金融機関からの資金調達

既存借入金の返済条件の変更（元金据置・毎月返済額の緩和）

自助努力による業績回復

※複数回答された方についても集計を行っているため、回答総数は「不安がある」「非常に厳しい」と回答した総数343を超えます。



11

Ｑ４．当協会の経営支援の取り組みについて

（１）経営計画書(※)を作成されていますか。

（２）「作成したことはあるが、現在は作成していない」「作成したことはない」とお答えした方は、作成していない

理由を教えてください。（複数回答）

自分で作成している

26%(554)

外部機関・専門家等の支援を受けて

作成している10%(207)

作成したことがあるが、

現在は作成していない

26%(557)

作成したことはない

39%(829)

経営計画書を「作成している」
との回答が３６％、「作成した
ことはない」が３９％、「作成
したことはあるが、現在は作成
していない」が２６％となった。

5%(73)

4%(54)

10%(144)

15%(212)

28%(393)

28%(394)

30%(411)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

費用がかかる

作成したが効果がなかった

作成できる人材がいない

作成する時間がない

作成の仕方が分からない

必要性を感じない

（n=2,147）

※中長期的な会社の経営方針を決めたも
ので、３～５年間程度の数値計画を盛り
込んだもの。
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Ｑ４．当協会の経営支援の取り組みについて

経営計画書を「自分で作成している」「外部機関等の支援を受けて作成している」と回答した方については、直近半
年間の利益率が「改善傾向」との回答がそれぞれ４６％、４４％となった。

改善傾向，27%(225)

改善傾向，31%(170)

改善傾向，44%(92)

改善傾向，46%(256)

変化なし，47%(392)

変化なし，42%(235)

変化なし，34%(71)

変化なし，34%(190)

悪化傾向，25%(209)

悪化傾向，27%(148)

悪化傾向，21%(44)

悪化傾向，19%(106)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

作成したことはない

作成したことがあるが、現在は作成していない

外部機関・専門家等の支援を受けて作成している

自分で作成している

＜【計画作成有無別】直近半年間の利益率＞

（n=552）

（n=207）

（n=553）

（n=826）
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Ｑ４．当協会の経営支援の取り組みについて

（３）原則無料で経営改善計画策定等のお手伝いをしている「専門家派遣サービス」をご存知ですか。

（４）当協会の「専門家派遣サービス」を利用されたことはありますか。

知っている

21%(448)

知らない

79%(1,720)

「専門家派遣サービス」を「知っている」との回答
が２１％、「知らない」が７９％となった。

利用したことがある

2% (45)

利用したことはないが、

今後利用してみたい

34% (723)
利用したことがなく、

今後利用する予定もない

64% (1,385)

専門家派遣サービスを「利用したことはないが、今
後利用してみたい」との回答が３４％、「利用した
ことがなく、今後利用する予定もない」が６４％と
なった。

（n=2,168）

（n=2,153）
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Ｑ４．当協会の経営支援の取り組みについて

（５）専門家派遣サービスを「利用したことはないが、今後利用してみたい」、「利用したことがなく、今後利用す
る予定もない」とお答えした方は、利用したことがない理由を教えてください。（複数回答）

（６）今後「専門家派遣サービス」を利用するとしたら、どのような分野でアドバイスを受けたいですか。（複数回答）

「専門家派遣サービス」を利用
していない理由として、「専門
家派遣サービスを知らなかっ
た」との回答が３８％、「利用
の仕方が分からない」、「何を
相談したらよいか分からない」
と続いた。

今後専門家派遣サービスを利用
する場合、受けたいアドバイス
として「資金繰り改善」との回
答が３１％と最も大きな割合を
占め、「経営改善計画の策定」
が２４％と続いた。

3%(53)

5%(105)

9%(190)

20%(429)

21%(452)

22%(458)

22%(471)

22%(472)

38%(805)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

その他

他のサービスを受けている（具体的に）

手間がかかる

必要性を感じない

効果があるか分からない

時間的余裕がない

何を相談してよいか分からない

利用の仕方が分からない

専門家派遣サービスを知らなかった

1%(20)

4%(94)

7%(143)

8%(183)

12%(258)

15%(323)

16%(354)

20%(443)

21%(461)

23%(501)

24%(525)

31%(673)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

既存商品（サービス）の改良

新商品（サービス）の開発

業務のIT化

事業承継

税務・法務・労務

経費の削減

特になし

販路開拓・取引拡大

人材の確保・育成

経営改善計画の策定

資金繰り改善
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Ｑ５．事業承継について

概ね３年以内にある

6% (122) 概ね5年以内にある

6% (138)

将来的には第三者への

事業譲渡を検討している

8% (168)

将来的には廃業することを検討している

10% (219)

概ね10年以内にある

13% (271)

１０年以降先

に検討したい

19% (399)

未定

38% (824)

（１）貴社において現在行われている事業を後継者等へ引き継ぐ予定はありますか。

事業承継について「１０年以降
先に検討したい」、「未定」と
の回答が５７％となった。

「未定」「１０年以降先に検討
したい」との回答が、６０代が
４０％、７０代が２０％となっ
た。

あり

24%(510)

なし

76%(1,630)

【事業承継に関する悩み】（n=2,141）

（n=2,140）

＜【年齢別】事業承継＞

（n=16）

6% 3% 1% 1%
8%

24%

0%
0% 1% 2%

10%

25%

6%
6% 9% 9%

7%

5%

0%
5%

9% 9%

13%

12%

0% 2%

4%
14%

22%

13%

19% 16%

26%

27%

10%

4%

69% 68%

50%

38%
30%

16%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20代 30代 40代 50代 60代 70代

未定

10年後以降先に検討したい

概ね10年以内にある

将来的には廃業することを検討している

将来的には第三者への事業譲渡を検討している

概ね5年以内にある

概ね3年以内にある

（n=140） （n=486） （n=704） （n=484） （n=268）
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Ｑ５．事業承継について

（２）事業承継に関するお悩みが「あり」と回答した方の、具体的にどのようなものですか。（複数回答）

事業承継に関する悩みとして、「後継者がいない」との回答が３０％と最も大きな割合を占め、「後継者の教育が難
しい」が２１％と続いた。

5%(25)

6%(33)

9%(48)

9%(48)

15%(74)

16%(82)

17%(89)

21%(108)

30%(152)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

事業を第三者に売却したいが、手段がわからない

事業承継に伴う相続税や贈与税等の税金対策・税制がわからない

事業承継に係る資金調達

手続きがわからない（何から始めたら良いかわからない）

後継者が決められない

後継者に事業を引き継がせるにあたり、経営者保証（既存借入の保証人）がネックとなっている

後継者の教育が難しい

後継者がいない

※複数回答された方についても集計を行っているため、回答総数は「あり」と回答した総数510を超えます。


